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○港区工事請負契約特別簡易型総合評価方式の実施に関する要綱 

平成２８年３月３１日 

２７港総契第２９１４号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律第１８号）

に基づき、安定的な品質確保と不良不適格業者の参入防止を図るため、港区（以下「区」

という。）が発注する工事における特別簡易型総合評価方式（入札の際に、入札に参加し

た者の入札価格、工事施行能力等を総合的に評価して落札者を決定する方式をいう。以下

同じ。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、港区契約事務規則（昭和３９年港区規則

第６号）で使用する用語の例による。 

２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） １級技術者 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第１５条第２号イに規定す

る者をいう。 

（２） ２級技術者 建設業法第２７条第１項の規定による技術検定その他の法令に規定

する試験に合格した者又は他の法律の規定による免許若しくは免状を交付された者の

うち、同法第７条第２号ハに該当する者で１級技術者以外のものをいう。 

（３） その他の技術者 建設業法第７条第２号イ、ロ若しくはハ又は同法第１５条第２

号ハに規定する者で１級技術者及び２級技術者以外のものをいう。 

（４） CORINS 一般財団法人日本建設情報総合センターの工事実績情報サービスをいう。 

（５） 工事成績評定点 港区工事成績評定要綱（平成１９年１１月１日１９港総契第５

５５号。以下「工事成績評定要綱」という。）第９条の規定による港区工事成績評定報

告書に記載された総合的な評定の点数をいう。 

（対象工事） 

第３条 特別簡易型総合評価方式の対象工事は、原則として、建築工事にあっては予定価格

９，０００万円以上の工事とし、建築工事以外の工事にあっては予定価格が４，５００万

円以上の工事とする。 

２ 特別簡易型総合評価方式を採用する工事は、前項の規定に該当する工事のうち、当該工

事を担当する課と総務部契約管財課で協議の上決定する。 

（学識経験を有する者への意見聴取） 
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第４条 区長は、第６条から第１０条までに定める事項（以下「落札者決定基準」という。）

を変更しようとするときは、あらかじめ、２人以上の学識経験を有する者から落札者決定

基準を変更するに当たり留意すべき事項についての意見を聴かなければならない。 

２ 区長は、落札者決定基準を適用することができない工事について、個別の落札者の決定

に係る基準を決定しようとするときは、２人以上の学識経験を有するものから、その決定

についての意見を聴かなければならない。 

（特別簡易型総合評価方式における入札方式） 

第５条 特別簡易型総合評価方式による契約は、港区工事請負契約等制限付一般競争入札実

施要綱（平成１７年４月１日１６港政経第６２２号）に基づく制限付一般競争入札による

ものとする。 

２ 区長は、特別簡易型総合評価方式による入札に参加しようとする者の第７条に規定する

工事成績評定点について、次の各号のいずれかに該当する場合は、その者の当該入札への

参加を認めないものとする。 

（１） 直近３件の工事において６０点未満のものが１件でもある場合 

（２） 対象となる工事成績評定点の実績が２件に満たない場合（港区における競争入札

参加者の選定に係る区内事業者の認定基準（平成２５年３月１４日２４港総契第２８０

１号）で定める区内事業者（以下「区内事業者」という。）については、対象となる工

事成績評定点の実績がない場合） 

（評価の方法） 

第６条 特別簡易型総合評価方式の評価は、価格評価点、技術評価点及び地域貢献等評価点

を合計した評価値による。この場合において、港区建設工事等の共同施工方式に対する発

注取扱要綱（昭和５２年３月３１日５１港総経第１２３５号）第２条に規定する対象工事

において共同企業体を結成して参加する場合の技術評価点及び地域貢献等評価点は、当該

共同企業体の第一順位の構成員を評価対象とする。 

２ 価格評価点は、第１号又は第２号のいずれかの式により算定した数を基準値とし、当該

基準値に小数点第３位以下の端数が生じた場合には、その端数を切り捨てた上で、別表に

掲げる左欄の区分に応じて同表の右欄に掲げる点とする。 

（１） 入札価格が港区低入札価格調査の実施に関する要綱（平成３１年３月２９日３０

港総契第３０１５号。以下「低入札価格調査の実施に関する要綱」という。）第２条に

規定する調査基準価格（以下「調査基準価格」という。）以上の場合 

１００×｛１－（入札価格－調査基準価格）÷（予定価格－調査基準価格）｝ 
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（２） 入札価格が調査基準価格未満の場合 

１００×｛１－（調査基準価格－入札価格）÷（予定価格－調査基準価格）｝ 

（３） 予定価格の１０分の７以下の入札価格に関しては、価格評価点は０点とする。 

３ 技術評価点の算定は、工事成績評価点、第８条の規定により算定する配置予定技術者資

格点及び配置予定技術者実績点の合計によるものとする。 

４ 技術評価点の満点は、１８点とし、評価項目の点数配分は、次のとおりとする。 

工事成績評価点：配置予定技術者資格点：配置予定技術者実績点＝１３点：３点：２点 

５ 地域貢献等評価点の算定は、第９条各号の規定により算定する災害協定活動点、ワー

ク・ライフ・バランス推進点、障害者雇用点及び環境配慮点の合計によるものとする。 

６ 地域貢献等評価点の満点は７点とし、評価項目の点数配分は、次のとおりとする。なお、

災害協定活動点の加点は、区内事業者に限る。 

災害協定活動点：ワーク・ライフ・バランス推進点：障害者雇用点：環境配慮点＝３点：

２点：１点：１点 

（工事成績評価点の算定方法） 

第７条 工事成績評価点は、次の表の左欄に掲げる工事成績評定点の平均の区分に応じ、同

表の右欄に掲げるとおりとする。 

工事成績評定点の平均 工事成績評価点 

６０点未満 ― 

６０点以上６５点未満 １点 

６５点以上６６点未満 ２点 

６６点以上６７点未満 ３点 

６７点以上６８点未満 ４点 

６８点以上６９点未満 ５点 

６９点以上７０点未満 ６点 

７０点以上７１点未満 ７点 

７１点以上７２点未満 ８点 

７２点以上７３点未満 ９点 

７３点以上７４点未満 １０点 

７４点以上７５点未満 １１点 

７５点以上８０点未満 １２点 
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８０点以上 １３点 

２ 工事成績評定点の平均は、工事成績評定要綱第１０条の規定による港区工事成績評定結

果通知書の通知日（以下「通知日」という。）が、発注工事の公表日の属する年度及びそ

の前５年度内のもののうち、最直近の３件までの工事成績評定点の相加平均とし、算定し

た数に小数点第２位以下の端数が生じた場合には、その端数を切り捨てるものとする。た

だし、直近工事件数が３件に満たない場合は、不足する工事件数１件につき、６０点とし

て算定するものとする。 

３ 前項の通知日が同日の場合は、工事成績評定点が最も高い点のものから並べ替え、工事

成績評定点の高いものから使用する。 

４ 工事成績評定点は、区が発注する工事のみを対象とする。 

５ 工事成績評価点算定の対象工事は、建設工事等競争入札参加者の資格に関する告示（平

成２４年港区告示第２３２号）別表２及び建設工事等競争入札参加者の資格に関する告示

（組合）（平成２０年港区告示第２３０号）別表２（以下「告示別表２」と総称する。）

に掲げる業種の区分で当該発注工事と同一の業種とすることを原則とし、当該発注工事と

異なる業種を対象とする場合は、当該発注工事を公表する時に指定するものとする。 

（配置予定技術者資格点及び実績点の算定方法） 

第８条 配置予定技術者資格点及び実績点は、配置予定技術者の資格と実績について、次の

とおり算定するものとする。 

（１） 配置予定技術者資格点は、３点満点とし、配置予定技術者が、当該発注工事の建

設業法上の業種について、１級技術者の場合は３点、２級技術者の場合は２点、その他

技術者の場合は１点とする。この場合において、配置予定技術者が複数の資格を持つ場

合には、上位の資格１つについてのみ評価する。 

（２） 配置予定技術者実績点は、２点満点とし、配置予定技術者が、同種工事について

監理技術者として関わった場合は２点、主任技術者として関わった場合は１．５点、担

当技術者又は現場代理人として関わった場合は１点とし、類似工事について監理技術者

として関わった場合は１．５点、主任技術者として関わった場合は１点、担当技術者又

は現場代理人として関わった場合は０．５点とする。 

（３） 前号の同種工事とは、原則として、告示別表２における当該発注工事の業種に対

応する競争入札に参加するための資格申請に必要な建設業許可業種を受注条件とする

工事であって、契約金額が当該発注工事の予定価格以上の規模のものとする。 

（４） 第２号の類似工事とは、原則として、告示別表２における当該発注工事の業種に
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対応する競争入札に参加するための資格申請に必要な建設業許可業種を受注条件とす

る工事であって、契約金額が当該発注工事を超えないもののうち、予定価格の２分の１

以上の規模のものとする。 

（５） 配置予定技術者実績点は、CORINSに登録されたデータから算定する。 

２ 工事完了まで配置予定技術者を変更することはできない。ただし、配置予定技術者の死

亡等区がやむを得ないと認める場合は、この限りでない。この場合において、変更後の技

術者に関わる資格点・実績点は、変更前の技術者の保有する資格点・実績点以上でなけれ

ばならない。 

（地域貢献等評価点の算定方法） 

第９条 地域貢献等評価点については、第１２条に規定する申請時現在で、区と契約する営

業所等の状況について、次のとおり算定するものとする。 

（１） 災害協定活動点 区内事業者が、区と災害時における協定の締結がある場合又は

区と災害時における協定の締結がある団体の構成員である場合は、３点とする。 

（２） ワーク・ライフ・バランス推進点 港区ワーク・ライフ・バランス推進企業認定

事業要綱（平成２２年３月３１日２１港総権第４８４号）に基づき区が認定するワー

ク・ライフ・バランス推進企業認定制度の認定、次世代育成支援対策推進法（平成１５

年法律第１２０号）第１３条の認定又は女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律（平成２７年法律第６４号）第９条若しくは第１２条の認定のうち、いずれかの認定

を取得し、現在も登録をしている場合は、２点とする（ワーク・ライフ・バランス推進

企業認定制度の認定については、区と契約する本店又は営業所等が認定を取得している

場合に限る。）。 

（３） 障害者雇用点 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）

第４３条に規定する法定雇用障害者数以上の障害者雇用がある場合は、１点とする。 

（４） 環境配慮点 ISO（国際標準化機構）１４０００シリーズの１４００１、一般財

団法人持続性推進機構認証のエコアクション２１、一般社団法人エコステージ協会認証

のエコステージ（ステージ２以上の認証に限る。）、特定非営利活動法人環境機構認証

のKES・環境マネジメントシステム・スタンダード（ステップ２以上の認証に限る。）

又は港区再エネ電力普及促進プロジェクト「MINATO再エネ１００」実施要綱（令和３年

１２月１日３港環環第２４５３号）に基づくMINATO再エネ１００電力利用事業者の認定

のうち、いずれかの認証又は認定を取得し、現在も登録をしている場合は、１点とする

（区と契約する本店又は営業所等が認証又は認定を取得している場合に限る。）。 
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（落札者の決定方法） 

第１０条 入札価格が、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした者のうち、第

６条第１項の評価値の最も高い者を落札者と決定する。 

２ 落札となるべき評価値の最も高い者が、２人以上あるときは、くじにより落札者を決定

する。 

３ 前項の規定にかかわらず、落札となるべき評価値の最も高い者が、２人以上あり、入札

価格がいずれも調査基準価格以上である場合は、価格評価点の高い者を落札者として決定

し、当該価格評価点が同点の場合は、くじにより落札者を決定する。 

４ 第２項の規定にかかわらず、落札となるべき評価値の最も高い者が、２人以上あり、入

札価格がいずれも調査基準価格未満である場合は、技術評価点及び地域貢献等評価点の合

計点の高い者を落札者と決定し、当該技術評価点及び地域貢献等評価点の合計点が同点の

場合は、くじにより落札者を決定する。 

５ 第１項、第２項及び前項の場合において、当該落札者の入札価格が調査基準価格未満の

場合は、低入札価格調査の実施に関する要綱に基づき、落札者を決定する。 

（公表事項） 

第１１条 特別簡易型総合評価方式を実施しようとする場合は、当該契約の公表を開始する

日において、次に掲げる事項を具体的に明示するものとする。 

（１） 当該契約が、特別簡易型総合評価方式の対象であること。 

（２） 提出資料の様式、提出方法 

（３） 価格評価点の評価方法 

（４） 技術評価点の評価項目及び評価方法 

（５） 地域貢献等評価点の評価項目及び評価方法 

（６） 落札者の決定方法 

（７） 提出書類の提出後においては、原則として提出資料に記載された内容の変更を認

めないこと。 

（８） 提出資料に記載された配置予定技術者は原則として変更できないこと。ただし、

第１３条の規定による資料の提出後から入札までの間に配置予定技術者の変更の申出

があった場合において、申出のあった配置予定技術者の保有する資格点・実績点が、当

初の技術者の保有する資格点・実績点以上であることを確認できたときはこの限りでな

い。 

（特別簡易型総合評価方式入札の参加） 
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第１２条 特別簡易型総合評価方式の入札に参加しようとする者（以下「入札参加希望者」

という。）は、区長に対し、次に掲げる書類を提出しなければならない。 

（１） 特別簡易型総合評価方式入札参加資格確認申請書（第１号様式） 

（２） 技術評価点申告書（第２号様式） 

（３） 地域貢献等評価点申告書（第３号様式） 

（資料の提出） 

第１３条 入札参加希望者は、前項に掲げる申請を行うときは、公表事項に基づき、工事成

績評定通知書、配置予定技術者の保有資格等区の指定する必要な資料を提出するものとす

る。 

（技術評価点の審査） 

第１４条 技術評価点の審査に当たっては、第１１条第４号に規定する公表事項において区

が示した評価方法により評価するものとする。 

（地域貢献等評価点の審査） 

第１５条 地域貢献等評価点の審査に当たっては、第１１条第５号に規定する公表事項にお

いて区が示した評価方法により評価するものとする。 

（委任） 

第１６条 この要綱の実施に関し必要な事項は、総務部長が別に定めるものとする。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（港区特別簡易型総合評価方式の試行に関する要綱の廃止） 

２ 港区特別簡易型総合評価方式の試行に関する要綱（平成２２年３月３１日２２港総契第

９９２号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この要綱の施行前に、前項の規定による廃止前の港区特別簡易型総合評価方式の試行に

関する要綱の規定により特別簡易型総合評価方式で入札を行った契約で、この要綱の施行

の日までに契約期間が満了していないものは、この要綱の規定により特別簡易型総合評価

方式で入札を行った契約とみなす。 

付 則 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この要綱の規定は、平成３１年４月１日以後に締結する契約について適用する。 
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付 則 

１ この要綱は、令和４年１２月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区工事請負契約特別簡易型総合評価方式の実施に関する要

綱第６条及び第９条の規定は、令和５年４月１日以後に締結する契約について適用し、同

日前に締結する契約については、なお従前の例による。 

３ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の港区工事請負契約特別簡易型総合評価方

式の実施に関する要綱第１号様式及び第３号様式による用紙で、現に残存するものは、所

要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則 

１ この要綱は、令和５年８月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区工事請負契約特別簡易型総合評価方式の実施に関する要

綱第３条の規定は、施行の日以降に公表する契約について適用する。 

付 則 

１ この要綱は、令和６年１月４日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区工事請負契約特別簡易型総合評価方式の実施に関する要

綱の規定は、施行の日以後に公表する契約について適用する。 

別表（第６条関係） 

基準値 価格評価点 

１未満 ０点 

１以上４未満 １点 

４以上８未満 ２点 

８以上１２未満 ３点 

１２以上１６未満 ４点 

１６以上２０未満 ５点 

２０以上２４未満 ６点 

２４以上２８未満 ７点 

２８以上３２未満 ８点 

３２以上３６未満 ９点 

３６以上４０未満 １０点 

４０以上４４未満 １１点 
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４４以上４８未満 １２点 

４８以上５２未満 １３点 

５２以上５６未満 １４点 

５６以上６０未満 １５点 

６０以上６４未満 １６点 

６４以上６８未満 １７点 

６８以上７２未満 １８点 

７２以上７６未満 １９点 

７６以上８０未満 ２０点 

８０以上８４未満 ２１点 

８４以上８８未満 ２２点 

８８以上９２未満 ２３点 

９２以上９６未満 ２４点 

９６以上 ２５点 

 


